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研究成果の概要（和文）：19世紀から20世紀初頭におけるアイルランドの家族構造をアイルランドのセンサス個票にも
とづいて明らかにした。つまり、アイルランドの家族は、19世紀には核家族システムにもとづく核家族形態が優位であ
ったが、1845年の大飢饉以前のころから、直系家族システムにもとづく直系家族形態に変化した。直系家族システムの
要因は、持参金、縁組婚、不分割相続であった。

研究成果の概要（英文）：I clarified Irish family structure from the 19th century to early 20th century 
based on the census returns of 1821, 1901 and 1911. In other words, as for the Irish family, the nuclear 
family form based on the nuclear family system was dominant in the 19th century, but changed into the 
stem family form based on the stem family system before the Great famine in 1845. The elements of stem 
family system were dowry, matchmaking and non-division inheritance.

研究分野： 家族社会学
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様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９、Ｚ－１９（共通） 

１．研究開始当初の背景 
歴史人類学者のトッドは『新ヨーロッパ大

全』で、アイルランド家族が直系家族に一応

該当するとみなしながらも、つぎのような疑

問を２か所で提起していた。すなわち、「アイ

ルランドは全体として権威主義的性格が強い

ことは民族学者の間では周知の事実だが、こ

のことも確認された。しかし、無視できない

微妙な差異が明らかになった。つまり、縦型

の家族構造は特に島の周辺部において明瞭で

あり、内陸部にはより核家族的な自由主義的

形態が存続しているということである〔1992、

56〕」、と「もう1つの修正はアイルランド内陸

部に関わる。この地方は相続慣習と複合家族

の地図の上では、非平等主義的で、核的とな

っていたが、絶対核家族の第一地帯の中には

加えられていない。研究の現状からするなら、

この地方が絶対核家族地方なのか、それとも

単にこの島で支配的な直系家族が、周辺部に

比べて縦方向においてやや明確さと強さを欠

いているだけなのか、いずれとも決めがたい

〔1992、61〕」という疑問を呈し、「この問題

を本当に解決してくれるような詳細な地方モ

ノグラフがなかったため、私としては、家族

型の最終地図の上に疑問符を残す方が良いと

判断したのである〔1992,61〕」という結論に

いたっている。 

つまりトッドは、アイルランドの家族を全

国的に直系家族であることに対して、素晴ら

しい疑問をすでに提起していたのである。 

しかし研究代表者はアイルランドの家族

が直系家族であるとアイルランド全体に認

められるが、そこに地域性が存在したという

観点からアイルランド家族を捉えた。つまり

19 世紀後半頃から 20 世紀初頭のアイルラン

ドにおける直系家族の成立に東部アイルラ

ンドと西部アイルランドに地域的ヴァリエ

ーションが認められたのであり、そのように

理解することにより彼の疑問に解決を与え

ることができる。 

 

２．研究の目的 

アイルランド家族研究の先鞭をつけたアレ

ンスバークとキンボールによる先行研究を

とおして、研究代表者は次のようなアイルラ

ンドにおける家族変化の仮説を提起した。す

なわち 19 世紀初頭にはアイルランドの家族

は土地保有の分割相続システムにもとづい

た核家族が支配的形態であったが、19 世紀中

ごろより、1845 年におけるジャガイモの胴枯

れ病による大飢饉、小作人の追放にともなう

地主の囲い込みによる土地の統合、地主によ

る土地分割の抵抗、耕作地の枯渇、アイルラ

ンドにおける工業化の未発達、ベルファスト

周辺でのプロト工業化であった麻の家内工

業の崩壊などを契機として、農民の保有地が

分割相続から不分割相続に相続システムが

変化した。その変化にともない相続は一子相

続になり、家長は特定の後継者を指名し、あ

る段階で相続させる。その相続システムと持

参金システムと結びついた縁組婚との結合

により理念的には直系家族が形成されると

いう規範およびその規範を支持する家族状

況が整備された。 

持参金と縁組婚システムは大飢饉以前に

すでに直系家族規範として存在したといわ

れるが、相続システムの変化は、フィッツパ

トリックの 1852 年説、コリンズの 1850 年以

降説、ブリーンによる大飢饉以降の変革説な

どを考慮すれば、われわれは 1840 年以降の

相続システムの変化に伴って直系家族が形

成されたという仮説を提起できよう。そして

直系家族規範の形成後、家長は土地や農業労

働に対する統制権を強くもち、それらの統制

権を維持し続け、家名を土地に残したいとい

う強い意識が生じた。しかも、現実には家長

がそれらを保持し続け、後継者の指名、指名

した後継者への家産の権限委譲を延期させ

る傾向にあった。 

その結果息子たちは親の体力の衰えや死

亡まで結婚や相続を待つことを強いられ、そ



こに晩婚化あるいは未婚化が顕現した。それ

に当時アイルランド全体で生涯独身者や晩

婚化が浸透してきたことも影響した。後継者

に指名されなかった息子たちは少しの金銭

を得てダブリン、ベルファスト, コークの都

市で就労するか、イギリス、アメリカへ移民

するか、あるいは家に残留するという選択を

しなければならなかった。したがって 19 世

紀末から 20 世紀初頭にアイルランドでの直

系家族規範が一番強くみとめられた時期で

あった。 

 以上のように核家族システムが直系家族

への変化を理解したうえで、アイルランドの

家族が、持参金と縁組婚システムおよび不分

割相続システムが形成される 1840 年以降か

ら大飢饉前後にかけて大きく変化し、20世紀

初頭にはそれまでの核家族ではなく直系家

族が一番顕著に認められたということを明

らかにすることが本研究の目的である。 

 
３．研究の方法 
ここで利用するデータは、アイルランド国立

文書館で保存されている、1821 年のセンサス

個票（残存されたセンサスのみ）のデータベ

ース、1901 年と 1911 年のセンサス個票の

100％データベース（研究代表者の作成）で

ある。1821 の残存するデータは、キャヴァン

州、ファーマナー州、ゴールウェー州、キン

グ州、ミーズ州の 5州であり、キャヴァン州

が人口、世帯割合で一番多く、44％であり、

他の州が 13％～７％台であったので、そこに

データの地域的バイアスが存在する。そして、

アイルランドの1901年と1911年の100%セン

サス個票のデータであるが、そこに GIS の方

法とデータのリンケージ化を活用すること

によりアイルランドにおける直系家族形成

をより明確に把握することができる。具体的

には、土地保有規模、農業経営、人口学的変

数 (独身者, 婚姻率, 出生率、死亡率, 婚姻

年齢）、世帯主の年齢、世帯規模、世帯形成、

親族数の変数を用いている。 

 
４．研究成果 

（１）1821 年におけるアイルランドの家族構

造を明かにするには、ミーズ州、キング州を、

第 1地域、キャヴァン州とファーマナー州を

第 2地域、ゴールウェー州を第 3地域である

とみなして分析した。その結果は以下のよう

である。19 世初頭のアイルランドの家族は、

核家族システムにもとづく核家族形態が優

位であった。しかし、現実には直系家族形態

も存在する可能性もあるが、それは家族状況

的要因により支持されたものであり、しかも

核家族システムにおけるライフサイクルか

ら説明することができる。そして、そのよう

な家族状況的要因の相違が地域性、職業（農

業、労働者）のカテゴリーにより発現するも

のと判断した。 

ミーズ州 とキング州で、大保有農が地主に

よる功利的経営に対応して、穀作から牧畜化

の農業経営に漸次傾斜していった。そして、

相続が分割ではなく、継承者以外の子供たち

は一部不動産あるいは動産を取得し、早い段

階で離家あるいは移民した。すなわち、彼ら

は周辺都市で商店や大工、石工、樽職人 な

どのある職人に従事するか、外国への移民と

して他出した。後継予定者は農業に従事しな

がら、相続を待機し、相続後に親の取り決め

による結婚を未来の幸運と考えていた。それ

に対して、労働者は、大規模農で就業するか、

他の職業に従事した。その結果、彼らは特定

の収入があれば婚姻することができたが、そ

の婚姻による将来性を夢見たのではなく、そ

れが当面彼らの家族戦略とみなされた。その

結果、大土保有農の場合、複合家族世帯が、

労働者の場合に単純家族世帯が優位である

が、そこに、それぞれの家族戦略にもとづく

性格が内包されていたものと判断できる。 

キャヴァン州とファーマナー州では、ランデ

ィ－ル制にもとづく分割により、保有規模が

少ない、小・中規模保有の農民が優位な形態

とみられた。農民が中規模以上であれば生活



できるが、小規模の場合、彼らには農業と麻

の家内工業の混合形態が認められた。つまり、

彼らはリネンの家内工業である敷布工、紡糸

工に従事するという家族戦略を採用した。彼

らは、早い段階で土地保有の分割に対応して、

婚姻も早くすることが戦略に組み込まれて

おり、彼らの世帯は単純家族世帯が優位な形

態であった。 

ゴールウェー州は、やはり分割相続が支配的

形態であったが、小保有農のため、農業のみ

での生計が不可能で、麻の家内工業、漁業、

農業・道路動労者という多様な職業に就労し

ていた。そのような貧困地域での世帯者は、

老後の扶養のために、早く相続させるよりは、

子供の相続を待機させ、子供もそれに対応し

た行動をしていた。その結果、予想と反して、

複合家族世帯が多く認められたのである。し

かし、その形態は世帯のライフサイクルに対

応したものと理解される。 

以上から、20 世紀初頭における世帯構造は、

基本的に農業の経済的相違にもとづく地域

性と農業と労働者の職業カテゴリーに規制

されたものと判断された。そして全体的に土

地分割にもとづく小保有農、中規模農で、単

純家族世帯が優位であるが、大規模農の場合

に複合家族世帯が優位になり、労働者も早婚

による単純家族世帯を形成したが、それらの

構造は核家族システムによるものと判断さ

れる。しかし、家族状況的要因により、それ

が核家族形態ではなく、直系家族形態になる

可能性も認められた。そして、ミーズ州のよ

うな大規模農地域では、19世紀中頃から直系

家族システムに転換する状況がすでに準備

されていたとみるべきであろう。そのように

解釈することにより、核家族システムから直

系家族システムにスムーズに転換プロセス

を位置づけることができる。また、ゴールウ

ェー州のような小規模保有地域であっても、

複合家族世帯が形成されているが、その構造

は核家族システムにもとづくものであると

理解できる。 

（２）アイルランドの家族が 19 世紀中ごろ

までの核家族システムから、それ以降直系家

族システムに変化し、直系家族が形成された。

しかし、そこに西部アイルランドと西部アイ

ルランドで直系家族形成に地域的ヴァリエ

ーションが存在したという仮説を提起した。

それは以下のように要約できるであろう。 

 西部アイルランドは婚姻率が東部アイル

ランドより低いにもかかわらず、高出生率、

低死亡率であった。1870 年代以降生涯独身者

がアイルランドで浸透し始め、それがレンス

ター地方、アルスター地方で顕著に認められ、

その要因が世帯形成率の低下に導いた。コノ

ート地方とマンスター地方で生涯独身者が

増加したものの、多産と低死亡率によりカヴ

ァーされ、他の地方より世帯規模が大きかっ

た。そしてコノート地方とマンスター地方で

人口の自然増が認められるものの、アメリカ

への移民の多さが人口減少という人口構造

を示していた。 

西部アイルランドで生涯独身者年齢が

1901 年より 1911 年が高くなったが、それは

世帯主が家長権を維持したことによる。そ

して、世帯主は後継者に早い段階で継承さ

せずに未婚のままで待機させたことが晩婚

化や未婚化を導いた。とくに西部アイルラ

ンドの世帯がその性格を強く内包させてい

たが、それは後継者の継承の待機による晩

婚化、さらに後継者以外の子供の移民とし

ての排出が「幸福な状態」とみなす家族戦

略であった。他方東部アイルランドは後継

者以外の子供がダブリン市、ベルファスト

市の国内での就業やアメリカ、イギリスへ

の移民も容易であった。また東部で土地な

し農業労働者、サーヴァントが多く、彼ら

は経済的要因により家族形成の可能性があ

ったが、独身の選択も存在した。そして彼

らの世帯が単純家族世帯を形成し、それが

直系家族形成の阻止要因であった。 



地図 1．多核家族世帯の分布 

世帯形態が西部アイルランドのコノート

地方とマンスター地方で拡大家族世帯 と多

核家族世帯 (地図１参照)が1901年で18.2％

と 18.9％（農民 20.4％と 24％）、1911 年で

19.4％と18.6%(農民21.7％と26.5％)である

のに対して、アルスター地方とレンスター地

方を含む東部アイルランドでは 1901 年で

17％と 16.6％（農民 19.5％と 19％）、1911

年で 14.4％と 13.8％（農民 17％と 18.9％）

であった。つまり、それは西高東低を示し、

その数値が農民の世帯で 4 地方で共通して

高く、しかも拡大家族世帯 と多核家族世帯

の割合が 1901 年より 1911 年の方が多かった

ものと理解された。しかも農民の割合は西部

アイルランドが高い。 

 以上から東部アイルランドよりも西部ア

イルランドに直系家族が強く顕在化し、それ

はペザントという自給的農業形態の小中規

模農業地域で形成された。しかし、ここでい

う西部アイルランドは厳密にいえばコノー

ト地方とマンスター地方の一部（クレア州と

ケリー州）を示している。他方商業的農業社

会である東部アイルランドで直系家族の形

成がみられるものの、ダブリン市、ベルファ

スト市という労働市場に近接しており、離家

が容易であるとともに、ダブリン港やダンド

ーク港からの移民が可能であったいう家族

状況的要因や土地なし労働者が世帯形成時

に単純家族世帯の形態の可能性が高く、また、

生涯未婚者の増加により家族形成の可能性

が低いことにより、その結果、直系家族の形

成度が低くなったものと理解することがで

きる。 

さらにリンケージ・データから、西部アイ

ルランドで単純家族世帯から典型的な直系

家族である多核家族世帯へ転換の性格が認

知されたが、それが東部アイルランドで弱か

った。つまり、西部アイルランドの家族は直

系家族規範が強く、それを家族状況的要因に

より支持された構造であったが、東部アイル

ランドは、直系家族規範が認められるものの、

それを支持する家族状況的要因が弱い構造

であったと判断された。 

以上から、19世紀中頃まで核家族システム

にもとづく核家族が優位であったが、それ以

降直系家族システムにもとづく直系家族が

優位になるという変化が検証されたのであ

る。 
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